
上田知事新マニフェスト

マニフェストビラの公費補助作成料金限度額
公費負担 (みなさんの税金 )によるマニフェストの作成・
配布が首長選挙で認められました。
　作成枚数 5万枚以下：1枚あたり単価最大 7円 30銭
　作成枚数 5万枚以上：同 (4円 88銭＊ 5万枚を超える
　　枚数 +36万 5千円）/ビラの作成枚数
以内の金額でマニフェストを作れば全額税金で補填されます。
はみだした部分のみ個人負担です。

県 政 報 告

議会定例会一般質問（その２）

なかしまの６月議会提案
で、有料老人ホーム設置
届け出など14事務を新
しく市に権限移譲決定！

いつまでも住み続けたくなる
夢と希望の溢れる埼玉県を創造 !
子育て真っ最中の
埼玉県議会議員 なかしま 浩一

民主党・無所属の会　県政報告（戸田版）
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発行：民主党・無所属の会
「県政調査・IT 何でも相談室」

戸田市喜沢南1ー4ー17ー514
TEL/FAX	 048ー 443ー 8640
携　帯	 090ー 1653ー 7090
e-mail	 Nakashima@arscom.co.jp

http://kengi.nakashima-kouichi.com/
お気軽にご依頼下さい !

こちらから出向いて相談に応じます。
県民のみなさんの声を寄せてください。

ゆとりとチャンスの埼玉プラン（’ 07〜の 5ヶ年計画）戦略Ⅱ抜粋
◎あったか子育て
・総合支援窓口の設置、子育て支援センターを中学校区毎に設置等をす

る地域子育て応援タウンを全市町村に認定する
・保育サービス利用児童数：82,000 人 →目標値 94,000 人
・中小企業において仕事と育児の両立支援制度を整備している事業所の

割合：48.4% →目標値 80%
◎子どもを鍛える
・学力（読む、書く、計算）の平均正答率：
　小学校 6 年 84.9% →目標値 95%、中学校 3 年 82% →目標値 95%
・規律ある態度で児童生徒の 8 割以上ができると回答する項目数：
　小学校 56%, 中学校 44% →目標値 100%
・体力テストで全国平均を上回る項目数：61% →目標値 80%
・大学や研究機関などと連携した講義や授業を継続して教育活動に取り

入れている県立高校：37% →目標値 60%
・科学教育など内外の大学や研究機関と連携して先進的な教育プログラ

ムを開発・実施する県立高校の地域ネットワークの数：4 カ所
◎不登校・高校中途退学対策と非行防止対策の推進
・不登校（年間 30 日以上）児童生徒数：
　小学校 1,318 人 → 1,000 人以下、中学校 5,824 人 → 4,500 人以下
・公立高校 1 年生の中途退学率及び中途退学者数：
　6%（2,321 人） →目標値 3.4%（1,300 人）以下
戸田市関連
○補助事業
・夢チャレンジ事業補助：上戸田商店会の上戸田ナイトバザール
・子どもの安心安全対策補助：地域安全マップシステム構築

プロフィール
1961 年	 富山県出身
1980 年	 県立富山高校卒業
1984 年	 慶應義塾大学卒業
2002 年	 戸田市議会議員（2 期）
現職	 総合政策常任委員
	 循環社会対策特別委員
	 エコライフデイ実行委員
	 NPO「まち研究工房」
	 NPO「IT ボランティアの会」
	 戸田第二小学校 PTA 会長
	 戸田シティ子ども会会長

ゆとりとチャンスの埼玉プランに基づく地域別計画の策定
戸田市は、川口、鳩ヶ谷、蕨と県南ゾーン南部地域となっており、各市の
要望も聞いて地域別計画を作ります。

県政ニュース
四方山話し……

○みどりと川の再生（ドブ川の再生で清流復活）
・「彩の国みどりの基金」創設で森林やみどりを守

る（財源として自動車税の 1.5％程度 15 億をあてる）
・「埼玉の川・愛県債」を発行し、水辺空間の創造

と川の再生を図る
○行革日本一で史上最小、最強の地方政府
・県民 1 万人あたりの職員数を 13.5 人から 11 人台へ
・1,000 万円以上の工事をすべて一般競争入札に
・県債残高の維持もしくは減少
○女性のチャレンジ支援
・保育所を毎年 2,000 人ずつ拡大
・子育て応援宣言企業を 1,300 社に拡大
・女性キャリアセンターの設置
○しっかり教え、きちんと学ぶ教育
・学校応援団を全小学校に配置
・埼玉の子ども 70 万人体験活動を完全実施
・特別支援（障害者）教育を充実
○ライフチャンスの拡大で福祉の充実
・地域包括支援センターを 240 ヶ所設置
・特別養護老人ホームの入所定員を 22,500 人に
・民間企業の障害者雇用率を 1.8% に
・救命救急センターを 2 ヶ所整備し 8 ヶ所に

受給年金額と離婚
年金制度は夫婦が前提

・65 歳まで離婚しないでいると妻に振替え加算
（月 1 万程度 ?）、遺族厚生年金、厚生年金を
満額受給する時期で妻がいると夫に加給年金

○ '07/4 から年金分割可能
　離婚時に夫婦の合意と裁判所の決定で、半分

が上限、財産分与でないため直接妻に支給
○ '08/4 から専業主婦の期間に該当する部分が
強制分割が可能（ 50% が自動的に妻へ）
'08/4 以降の婚姻期間（内縁も含む）が対象
'08/4 以前の期間は合意分割可能
夫の熟年離婚危険度チェックリスト
・妻の趣味を知らない、家事は妻に任せきりだ
・家事をする妻に感謝の言葉をかけたことがない
・自分の服はほとんど妻が買っている
・「誰のおかげで生活できると思っているんだ」

などと妻に言ったことがある
・一年以内に二人だけで映画などを見に行った

ことがない
・買い物に行っても一緒に商品を選ばない
・妻の友人が家に来ても仲間に入ることはない
・子どもの友達の名前を三人以上知らない

特別支援教室の教室不足解消と卒業生の就職
中島　県では、'11 までに教室不足解消を掲げ、本年 4 月に 2 校の特別支援学校を開校し、
'09 にも 1 校開校予定だ。来年には高校内分校も 3 校設置される予定だが、ますます増加し
ている特別支援を必要とする児童生徒に対応できる状況にはない。特に、県南では教室不足
が顕著で緊急性が高い。就学支援委員会をなくす市もでてきたが、通常学級に行くためのハー
ド面の環境整備、人的増員などのソフト面の環境整備に課題が多い。障害のある人が普通に
近くにいるのは当たり前であるというノーマライゼーションの視点に立った真の支援対策を
打つべき時がきたのではないか ?
本年、障害者雇用サポートセンターがオープンし、法定雇用率達成を目標に企業訪問を積極
的に行っていますが、特別支援学校を卒業する児童生徒も年々増加している中、障害者をす
べて網羅するにはほど遠い。行き場を失った障害者が町中に溢れてしまう状況を回避するた
め、障害者就労支援センターを早急に全市町村で立上げ、身近な地域をあげて職場開拓と不
足している対策を強化すべきだ。
教育長　県有施設の活用などで、できるだけ早期に教室不足の解消を図ります。
ノーマライゼーションの視点として、まず、支援籍の全県への定着を図り、あわせて、小中
学校における教員や介助員の充実に努め、障害のある子とない子が共に学ぶ環境作りに取り
組みます。
教員が企業やハローワークを直接訪問したり、地域の企業や関係機関と進路指導連絡会など
を設置し、卒業生の就労は 24% で 5 年間で 7% 上昇したとはいえ、厳しい状況にあります。
各特別支援学校間で就労支援連絡会を新たに組織し、学校間の就労に関する情報の共有化な
どの強化で就労率の向上を目指します。
産業労働部長　3 月現在 6,700 人の障害者が就労希望しており、産業労働センターでは中小
企業に向けた啓発を強化しております。その上で、全市町村に障害者就労支援センターを設
置します。また「埼玉の障害者雇用を進める関係機関連携会議」を設置し、第 1 回会議で
経済団体、就労支援機関の取組強化を行いました。

使用料や保育料、給食費にも踏み込んだ滞納回収へ
中島　三位一体改革の税源移譲により県民税徴収がこれまで以上に県政運営に大きな影響を
与える。市町村主体で取り組む収納に加えて、未収金や使用料など各部局単独で取り組む回
収についてはなかなか進んでいない。市町村が体制を整え要請があった場合、滞納で苦慮し
ている使用料や保育料、給食費、保険料などの各種料金にも範囲を広げて、県の派遣職員が
一緒に対応すべきだ。
総務部長　税の徴収支援や県による直接徴収に加え、市町村で体制整備され、要請があれば
税務事務に精通した職員が各種料金徴収も対応します。

オレンジリボンキャンペーン（11 月は児童虐待防止月間）
児童虐待防止の象徴として、駅や店舗で啓発運動を展開

政務調査費の領収書添付と公開に自民党が反対
5月から主張し続けている政務調査費の透明化について、本議会でも自民党
の反対により実現できませんでした。我々は単独でもできるように外部監査
員と準備を進めております。

妊婦無料健診の回数増加に自民党が反対
公費負担による妊婦健診拡充について、自民党公明党の反対により不採択と
なりました。

中島　県警や各警察署か
ら身近な防犯情報や犯罪
情報がメールや市町村を
通じて住民に提供されて
いる。住民は身近に迫っ
ている危険を把握でき、
犯罪対策や自衛対策に役
立ちます。しかし、警察
側のフィードバックがな
いため、いつまでもビク
ビクしながらすごしたり、解決済みの案件についても二度手間になる可能性がある。模倣犯
の問題や個人情報保護や安心確保等の問題もあり、出せない情報もあるでしょうが、警察側
から対応状況や情報提供後の状況について努めてお知らせすることはできないか ?
警察本部長　検挙・解決したものや、警察でパトロール強化するなど対策を強化しているも
のについても、努めて県民にお知らせし、不安解消に努めます。

防犯情報の対応
状況をフィード
バック
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埼玉新聞


